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○ 自分を健康だと思っている高齢者は多い

65.4 
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33.5 

68.5 
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健康である
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えないが、病気で

はない
病気がちで、寝込

むことがある

病気で、一日中寝

込んでいる

資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（平成22年） ※対象は60歳以上の者

あなたは、現在、健康ですか？
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○ 要介護認定者数及び認知症を有する高齢者数が大幅に増加する見込み

資料：厚生労働省老健局資料
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※１ 年齢階級別要介護認定率を一定と仮定して機械的に試算したもの。
※２ 認定率は６５歳以上人口比

要介護認定率の推移
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※１ 要介護認定に用いられる「認知症高齢者の日常生活自立度」においてランクⅡ以上と判
断される高齢者数を推計したものであり、必ずしも医学的な認知症の確定診断を経たも

のではない。
※２ ６５歳以上人口比

認知症高齢者の将来推計

日常生活自立度Ⅲ以上

日常生活自立度Ⅱ以上

資料：平成１５年６月 高齢者介護研究会報告書
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要介護１～３ 要介護４～５ 計

全体 ２４．３
（５７．６％）

１７．９
（４２．４％）

４２．１
（１００％）

うち在宅の方 １３．１
（３１．２％）

６．７
（１６．０％）

１９．９
（４７．２％）

うち在宅でな
い方

１１．１
（２６．４％）

１１．１
（２６．４％）

２２．３
（５２．８％）

単位：万人
特別養護老人ホームの入所申込者の状況

※各都道府県で把握している特別養護老人ホームの入所申込者の状況を
集計したもの。
（平成２１年１２月集計。調査時点は都道府県によって異なる。）

受給者数（千人）
第1号被保険者数に

占める割合

要介護認定者数に

占める割合

居宅サービス（予防込み） 2936.1 10.47% 63.22%

うち訪問介護（予防込み） 1186.2 4.23% 25.54%

うち通所介護（予防込み） 1268 4.52% 27.30%

地域密着型サービス（予防込み） 248.4 0.89% 5.35%

うち認知症対応共同生活介護

（予防込み）

施設サービス（予防込み） 847.2 3.02% 18.24%

うち介護老人福祉施設 433.6 1.55% 9.34%

うち介護老人保健施設 323.5 1.15% 6.97%

うち介護療養型医療施設 93.1 0.33% 2.00%

合計 3934.9 14.03% 84.72%

142.8 0.51% 3.07%

※１ 受給者数は、平成２１年度介護給付費実態調査（平成２１年１０月審査分）に
よる。なお、月の途中で要介護から要支援（その逆も同じ）に変更となった者を含む。
※２ 第１号被保険者数は、28,050,568人（平成２０年１２月末）【出典】介護保険事
業状況報告
※３ 要介護認定者数は、4,644,359人（平成２０年１２月末）【出典】介護保険事業状
況報告

主なサービスの受給者数

○ 特養サービス受給者43.4万人に対し、特養入所待機者数は42.1万人

資料：厚生労働省老健局報道発表資料
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要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

4023.6[100.0] 396.7 466.6 724.5 769.7 624.9 559.0 482.3

(100.0) (9.9) (11.6) (18.0) (19.1) (15.5) (13.9) (12.0)

1134.5[28.2] 96.2 108.3 207.4 246.2 198.3 158.7 119.4

(100.0) (8.5) (9.5) (18.3) (21.7) (17.5) (14.0) (10.5)

2889.1[71.8] 300.5 358.4 517.0 523.5 426.8 400.2 362.8

(100.0) (10.4) (12.4) (17.9) (18.1) (14.8) (13.9) (12.6)

（注２）６５歳以上の受給者は、６５歳以上の年齢階級別の受給者数（千人単位）を足しあげたものである。
（注３）総数には、平成21年２月サービス提供分以前の経過的要介護の者を含む。

総　数
介護予防サービス 介護サービス

受給者総数
（65歳以上の受給者）

男

女

資料：厚生労働省「介護給付費実態調査月報」（平成23年1月審査分）より内閣府作成
（注１）[  ]内は受給者総数に対する男女の割合。（　）内は総数に占める割合（単位：％）

介護保険サービスの利用状況（介護サービス受給者数） （単位：千人）

○ 介護保険サービスの利用者は7割が女性

19



○ 利用者・家族とも、自宅や高齢者住宅等といった在宅での介護を希望する者が大多数

自分が介護が必要となった場合の希望

回答 割合

自宅で家族中心に介護を受けたい 4% 単位(万人)

自宅で家族の介護と外部の介護サービスを組み合わせて介護を受けたい 24%

家族に依存せずに生活できるような介護サービスがあれば自宅で介護を受けたい 46%

有料老人ホームやケア付き高齢者住宅に住み替えて介護を受けたい 12% 39.8 0.2 0.0 40.0

特別養護老人ホームなどの施設で介護を受けたい 7% 99.5% 0.5% 0.0%

医療機関に入院して介護を受けたい 2% 46.7 0.3 0.0 47.0

その他 3% 99.4% 0.6% 0.0%

無回答 2% 65.3 5.0 4.5 74.8

87.3% 6.7% 6.0%

両親が介護が必要となった場合の希望 64.7 6.5 9.8 81.0

回答 割合 79.9% 8.0% 12.1%

自宅で家族中心に介護を受けさせたい 4% 42.0 7.1 17.6 66.7

自宅で家族の介護と外部の介護サービスを組み合わせて介護を受けさせたい 49% 63.0% 10.6% 26.4%

家族に依存せずに生活できるような介護サービスがあれば自宅で介護を受けさせたい 27% 28.9 4.8 25.1 58.8

有料老人ホームやケア付き高齢者住宅に住み替えて介護を受けさせたい 5% 49.1% 8.2% 42.7%

特別養護老人ホームなどの施設で介護を受けさせたい 6% 20.1 3.0 27.2 50.3

医療機関に入院して介護を受けさせたい 2% 40.0% 6.0% 54.1%

その他 3% 307.6 27.0 84.2 418.8

無回答 4% 73.4% 6.4% 20.1%

資料：介護保険制度に関する国民の皆さまからのご意見募集(平成22年5月15日、厚生労働省老健局) 介護保険事業状況報告(暫定)(平成23年1月分)より

要介護５

合計

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

サービス種別、要介護度別の受給者数

区分
居宅

(介護予防)
サービス

地域密着型
(介護予防)
サービス

施設

サービス
合計

自宅

自宅

高齢者住宅等

高齢者住宅等

施設・医療機関

施設・医療機関

重
度
で
は
施
設
の
割
合
が
高
い
。
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重度者は、排泄
介助・食事介助
など、日常生活
の中で繰り返し
介護が必要な
状態になりやす
い。

要支援
１

要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

■歩行■洗身■つめ切り■薬の内服■金銭の管
理
■簡単な調理

■寝返り■両足での立位
■移乗 ■移動■洗顔■整
髪

■座位保持
■食事摂取
■外出頻度

要支援２ 要介護1

■排尿■排便■口腔清潔■上衣の着
脱
■ズボン等の着脱

■起き上がり■片足での立位■買い物

■立ち上がり

低
下
し
て
い
る
日
常
生
活
能
力

※ 各要介護度ごとの全７４項目の調査項目において、
・ 介助の項目（１６項目）で、「全介助」又は「一部介助」の選択肢
・ 能力の項目（１８項目）で、「できない」又は「つかまれば可」等の選択肢
・ 有無の項目（４０項目）で、「ある」（麻痺、拘縮など）等の選択肢
を選択している割合が８０％以上になる項目について集計

○ 重度者は、日常生活の中で繰り返し介護が必要な状態になりやすい

資料：社会保障審議会介護保険部会（第29回） 21



○ 重度になるほど、複数のサービスを組み合わせて提供する必要性が増大
また、重度になるほど、医療ニーズが高まる

22



○ 主な介護者は同居の親族が中心
60歳以上の介護者の割合は増加

要介護者等からみた主な介護者の続柄

１９年国民生活基礎調査１６年国民生活基礎調査

23

２２年国民生活基礎調査
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12.1%
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子
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その他の親族

別居の家族等

事業者

その他

不詳

同居
64.1%

50.9 52.1 53.7
55.6

58.6
62.1

46
48
50
52
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58
60
62
64

平成7年 平成10年 平成13年 平成16年 平成19年 平成22年

資料：国民生活基礎調査

60歳以上の介護者の割合（主な介護者が同居している場合）%



○ 主な同居の介護者は約７割が女性だが、男性の割合も高まっている

資料：国民生活基礎調査

24

25.1

74.9

% 28.1
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○ 要介護度が重いほど、家族介護者の介護時間は長い
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26.0 
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3.9 
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14.7 

9.9 

5.4 
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5.1 
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3.3 

4.4 

5.0 
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7.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総 数

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

ほとん終日 半日程度 ２∼３時間程度 必要な時に手をかす程度 その他 不詳

資料：平成22年国民生活基礎調査概況

要介護度別にみた同居の主な介護者の介護時間の構成割合



○ 介護等を理由に転職・離職をする者が増加傾向

26
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（平成18年10月～19年9月に離職・転職した人）

～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

資料：総務省「就業構造基本調査」（平成19年）総務省統計局「就業構造基本調査」（平成19年）
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29.5 

24.5 
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家族に肉体的・精神的負担をかけること
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介護をしてくれる家族がいないこと
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緊急対応できる病院が近くにない

その他
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（％）

自分自身に介護が必要になった場合に困る点

○ 自分自身に介護が必要となった場合、家族に肉体的・精神的負担をかけたくないと思ってい
る人が多い

資料：内閣府「介護保険制度に関する世論調査」（平成22年）
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○ 家族に介護が必要になった場合、自分自身の肉体的・精神的負担を心配している人が多い
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33.9

29.5

27.8

22
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16.1
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仕事を辞めなければならない

適切な介護の仕方がわからない
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その他
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（％）

家族に介護が必要になった場合に困る点

資料：内閣府「介護保険制度に関する世論調査」（平成22年） 28



○ 高齢期に備えて健康維持増進を心がけている人は多い

資料：内閣府「中高年者の高齢期に備えての意識に関する調査」（平成20年） ※対象は55歳～64歳の者

高齢期に備えて健康維持増進のために心がけていることはありますか？

29

47.3

47.5

54.6

6.5

42.2

9.5

8.7

44.0

46.6

53.0

5.9

40.8

8.7

8.5

50.6

48.5

56.1

7.1

43.5

10.3

8.9

- 20.0 40.0 60.0

休養や睡眠を

十分とる

規則正しい

生活を送る

栄養のバランスの

とれた食事をとる

保健薬や強壮剤

をのむ

健康診査などを

定期的に受ける

酒を控える

タバコを

控える

（％）

46.4

13.3

45.2

1.1

8.7

0.2

43.5

11.0

44.0

1.0

10.1

0.3

49.2

15.6

46.3

1.1

7.3

0.1

- 20.0 40.0 60.0

散歩やスポーツ

をする

地域の活動に

参加する

気持ちをなるべく

明るく持つ

その他

特に心がけ

ていない

わからない

総 数(n=3140)

５５～５９歳(n=1560)

６０～６４歳(n=1580)

（％）



①高齢化の状況

②家族と世帯

③健康・福祉

④経済状況

⑤就業

⑥社会参加活動

⑦生活環境
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○ 高齢者世帯（※）一人あたりの年間所得（191.7万円）は、世帯主が29歳以下の世帯（163.6 
万円）、30～39歳の世帯（179.0万円）より高い。しかし、10年前と比べると、高齢者世帯は約
10％減少しており、減少幅が全世帯（6％）より大きい

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」

世帯当たり平均所得金額

（※）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。
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資料：厚生労働省「平成22年国民生活基礎調査」

○ 高齢者世帯の所得分布は全世帯の所得分布と比較してより下方に偏り

32

（※）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。
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55歳から64歳の年間収入 65歳から74歳の年間収入

資料：内閣府「高齢男女の自立した生活に関する調査結果（平成２０年６月）」より作成
注)年間収入は調査回答者個人の所得であり、世帯の所得ではない。

○ 年間収入は、男性で見ると、夫婦世帯より単身世帯の方が低く、単身世帯で見ると、
男性より女性の方が低い
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○ 高齢者の所得格差は、時系列でみると改善傾向にあるが、他の年齢階級と比べて大きい
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資料：厚生労働省「所得再分配調査」
注）「再分配所得」とは、当初所得から税金、社会保険料を控除し、社会保障給付（現物、現金）を加えたもの。
ジニ係数は世帯員のジニ係数。
ジニ係数：分布の集中度あるいは不平等度を示す係数で、0に近づくほど平等で、1に近づくほど不平等となる。
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○ 男性よりも女性の貧困率は高いが、その差は高齢期になるとさらに拡大

資料：内閣府「平成23年版 男女共同参画白書」

注）「相対的貧困率」とは、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分に満た
ない世帯員の割合をいう。
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○ 高齢者世帯（※）の平均貯蓄額は、全世帯総数の平均貯蓄額より高い。しかし、高齢
者世帯の平均貯蓄額は平成16年から減少しており、減少率は全世帯平均と比べて大
きい（高齢者世帯▲16%、全世帯平均▲8%）

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」

（※）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。
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○ 高齢者世帯の被保護世帯数が10年前と比べて大幅に増加

世帯類型別の保護世帯数と世帯保護率の推移

世帯保護率：被保護世帯数の各世帯数を「国民生活基礎調査」の各世帯数（世帯千対）で除したもの
高齢者世帯：平成16年度までは、男65歳以上、女60歳以上の者のみで構成されている世帯若しくは、これらに18歳未満の者が加わった世帯

平成17年度からは、男女ともに65歳以上の者のみで構成されている世帯若しくは、これらに18歳未満の者が加わった世帯

◆10年前(平成11年度)

被保護世帯総数 高齢者世帯 母子世帯 傷病・障害者世帯 その他の世帯

世帯数 703,072 315,933 58,435 278,520 50,184

(構成割合(％)) (100.0) (44.9) (8.3) (39.6) (7.1)

世帯保護率(‰) 15.7 43.6 131.0

◆現在(平成21年度)

被保護世帯総数 高齢者世帯 母子世帯 傷病・障害者世帯 その他の世帯

世帯数 1,270,588 563,061 99,592 435,956 171,978

(構成割合(％)) (100.0) (44.3) (7.8) (34.3) (13.5)

世帯保護率(‰) 26.5 58.5 132.4

資料：福祉行政報告例

8.8

16.2
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○ 非正規職員・従業員の比率が男女ともに上昇傾向で、女性は過半数

雇用形態別雇用者数の推移

38
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○ 非正規職員・従業員の比率は、すべての年齢層で上昇傾向にあるが、特に若年者
の上昇が著しい

39
資料：厚生労働省「平成21年度労働経済白書」

（注）非農林雇用者（役員を除く）に占める割合。なお、15歳～24歳層では在学中の者が除かれている。
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資料：厚生労働省「平成22年国民生活基礎調査」
正規の職員・従業者：一般職員又は正社員などと呼ばれている者。
（以下、非正規の職員・従業者の分類）
パート・アルバイト：就業の時間や日数に関係なく、勤め先で「パートタイマー」「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている者。
派遣社員：労働者派遣法に基づく労働者派遣事業所に雇用され、そこから派遣されて働いている者。
契約社員・嘱託：契約社員については、専門的職種に従事させることを目的に契約に基づき雇用されている者又は雇用期間の定めのある者。
嘱託については、労働条件や契約期間に関係なく、勤め先で「嘱託職員」又はそれに近い名称で呼ばれている者。
その他：上記以外の者。

○ 非正規従業員の厚生年金・共済年金加入者の割合は低く、国民年金第1号被保険者や公的年
金未加入者の割合が大きい
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平成２２年度の国民年金保険料の納付率等について

納付率の推移
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納付率(%) ①平成２２年度の現年度納付率は、５９．３％
（対前年度比△０．７ポイント）

②平成２０年度の最終納付率は、６６．８％
（平成２０年度末と比較して＋４．８ポイント）

（平成２２年度末時点）

納付月数
※ 現年度納付率（％）＝ × １００

納付対象月数

「納付対象月数」とは、当該年度分の保険料として納付すべき月数（法定免除月数・申請
全額免除月数・学生納付特例月数・若年者納付猶予月数は含まない。）であり、「納付月
数」は、そのうち当該年度中（翌年度４月末まで）に実際に納付された月数である。

※ 最終納付率は、20年度の保険料として納付すべき月数（法定免除月数・申請全額免除
月数・学生納付特例月数・若年者納付猶予月数は含まない。）に対し、時効前（納期から2
年以内）までに納付した月数の割合。

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

17年度分
保険料

67.1% 70.7% 72.4%

18年度分
保険料

66.3% 69.0% 70.8%

19年度分
保険料

63.9% 66.7% 68.6%

20年度分
保険料

62.1% 65.0% 66.8%

21年度分
保険料

60.0% 63.2 
%

22年度分
保険料

59.3%

○ 国民年金保険料の納付率が60%以下にまで低下



保険料納付済期間と保険料免除期間とを合算した期間が２５年に満たない者

（注１）上記年齢は、平成１９年４月１日現在である。

（注２）合算対象期間は含まれていない。

（注３）保険料納付済期間と保険料免除期間とを合算した期間が２５年よりも短い場合であっても支
給要件を満たす取扱いとする期間短縮の特例については考慮していない。

（注４）被保険者資格喪失後の死亡情報は収録されていないため、既に死亡されている者を含んでい
る可能性がある。

（注５）共済組合期間など、社会保険庁で把握できていない期間は含まれていない。

今後納付できる７０歳までの期間
を納付しても２５年に満たない者

（現時点において２５年に満たない者）

－４５万人

３１万人

４２万人

６０歳未満

６０歳～６４歳

６５歳以上

（６５万人）

（４５万人）

１１８万人

○ 無年金者数が増加する見込み

資料：新年金制度に関する検討会「新たな年金制度の基本的考え方について（中間まとめ）参考資料」 42


